
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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・ ・

・ ・

・ ・
・ ・
・ ・

※令和６年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

令和07年06月09日(月)

令和9年度

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

■ □

0 0

学校教育課 担当係 教育指導担当 管理番号 72212教職員研修事業

次代を担う人と文化を育むまち

「生きる力」を育む学校教育の推進

令和7年度

0

教職員研修会の企画・実
施

0

17,482,031

17,482,031

2.05

0

0

0

令和5年度 令和6年度

17,266,707

17,266,707

大項目

小項目

2

　初任者研修、ステップ・アップ研修、ジャンプ・アップ研修、５年経験者研修、中堅教諭等資質向上研修、２０年
経験者研修等、教職経験に応じて、それぞれの段階における資質能力の向上、指導力の向上等を図る。

県支出金 0 0 0 0財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

0

　市内市立小・中学校の教職員（初任者、２年経験者、３年経験者、５年経験者、１０年経験者、２０年経験者、小
学校外国語活動指導者、算数・数学主任）

中項目 1 共に学び成長が実感できるまちづくり

0

事務事業

1

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0 0 0 0

0

0 0

事務事業評価表
１．基本事項

1.57 2.10

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

　現職研修の一環として、職務に関する知識を身に付けるとともに、視野を広げ、個々の能力、適正等に応じて１年
間の研修を実施し、指導力の向上を図る。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

　それぞれの経験年数等に応じて授業研究、施設体験研修、社会貢献活動体験研修、社会体験・ボランティア体験研
修等を行う。また、講演会に参加し、多角的な授業運用手段を学ぶ。

成果
※何を求めるか

　職務に関する広範な知識を学ぶことで、視野を広げ指導力の向上を図る。

単位：円

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

10,781,294 12,575,960

10,781,294 12,575,960

1.37

0

0

作成日

細事業名

事
業
費 地方債

年度別計画

0 0

0

決算額

国支出金

0

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

教職員研修会の企画

教職員研修会の実施

区分

執行体制

項 目

0

教職員研修会の企画・実
施

教職員研修会の企画・実
施

教職員研修会の企画・実
施

0



100.00 100.00

１００％を目標値と設定する　/　県学力・学習状況調査（小５）

回

717.00

初任２回、英研３回、算研２回の計７回を目標値と設定する　/　年間開催回数

65.0+27.4

737.00

100.00

7.00

95.70 95.00 96.30

100.00 100.00 100.00
％

100.00 100.00

92.40

令和
7年度

令和
8年度

684.00

7.00

100.00

１００％を目標値と設定する　/　県学力・学習状況調査（中２）

61.4+34.3 63.6+31.4 61.9+34.4

勤続年数別研修対象者を目標値と設定する　/　参加人数

147.00

138.00 167.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

100.00

100.00

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 課長補佐兼指導主事　小山　実紀子

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

引き続き、オンラインを利用した研修会や、アンケート等を広めていき、
効率化、時間の節約を進めていく。

B

B

県学力・学習状況調査からは、教員の指導に対する児童生徒の受け止めに
ついて、小学生ではほぼ横ばい、中学生では向上となった。引き続き児童
生徒の理解度が高まるような授業等につながるよう研修等を充実させてい
く。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 課長補佐兼指導主事　小山　実紀子

％

実績値

目標値

実績値

目標値

67.8+27.2 68.1+26.6

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

11.00 7.00 7.00

100.00

147.00

％

成果指標２

95.00 94.70

実績値の算出式

100.00

実績値

11.00 7.00 7.00 7.00

目標値 100.00

100.00

１００％を目標値と設定する　/　参加人数／研修対象者

活動指標２

成果指標１

単
位

人

３．評価指標

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

目標値は設定しない/教職員実数

区分

教職員数

評価評価の観点区分

100.00100.00

138.00 167.00

100.00

人

成果指標４

目標値

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

教職員研修会開催回数

教職員研修参加人数

目標値

実績値

教職員研修会参加率

先生は授業やテストで理解し
ていないところなどをわかる
まで教えてくれましたか小５

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

先生は授業やテストで理解し
ていないところなどをわかる
まで教えてくれましたか中２

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

成果指標３

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移
コロナ禍前の形態で予定どおり開催することができた。また、働き方改革
を考慮し、非集合型でのオンライン研修も実施した。

目標値の算定根拠/実績値の出所


